　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一級河川安治川（旧淀川）外津波対策施設等基本検討委託　（審査基準）
1． 総合評価点（100点）

総合評価点　＝　技術評価点（80点）＋　価格評価点（20点）
技術評価点（80点） ＝ 実施体制評価点（30点）　＋　提案書及びヒアリング評価点（50点）
　　　　　　 実施体制評価点＝企業の評価点（10点）　＋　　配置技術者の評価点（20点）　　
2． 実施体制評価（合計30点）【一次選定】
（１）　実施体制の評価項目と配点
提出された参加表明書（様式２号）及び実施体制書（様式３-１号～３-１０号）に基づき評価する。
	
	評価項目
	評価の視点
	配点

	企業の評価
	(1)企業設計業務実績
	平成19年4月1日から参加表明書及び実施体制書提出期限までに、元請として完成・引渡が完了した企業の設計業務実績を〔別表１〕の配点により算出し、評価する。
	企業
	3.00点

	
	(2)優良工事等表彰実績
	平成24年度から平成28年度までに、都市整備部における優良工事表彰受賞の有無〔別表２〕
	
	2.00点

	
	(3)設計業務成績評定点
	平成24年4月1日から平成29年3月31日までに、設計業務が完了した都市整備部における設計業務成績点を〔別表３〕により評価する。
	
	3.00点

	
	(4)常駐有資格者数
	大阪府と契約する営業所の常駐有資格者数〔別表４〕
	
	2.00点

	配置技術者の評価（※）
	(5)専門分野の技術者資格
	分担業務分野について、専門分野の技術者資格の内容を〔別表５〕により評価する。
	管理技術者
	

	
	
	
	担当技術者
	土木
	2.50点

	
	
	
	
	建築
	0.50点

	
	
	
	
	電気
	１.00点

	
	
	
	
	機械
	2.00点

	
	(6)設計業務の実績と携わった立場

	各技術者の実績を以下により評価する。
平成19年4月1日から参加表明書及び実施体制書提出期限までに、元請として完成・引渡が完了した同種業務の実積
〔別表６〕設計種別

①同種業務の実績が２件以上ある。
②同種業務の実績が１件ある。
 〔別表７〕携わった立場
①管理技術者での実績である。
②担当技術者での実績である。
	管理技術者
	3.00点

	
	
	
	担当技術者
	土木
	2.50点

	
	
	
	
	建築
	0.50点

	
	
	
	
	電気
	1.00点

	
	
	
	
	機械
	2.00点

	
	(7)設計業務成績評定点
	各技術者の成績を以下により評価する。
平成24年4月1日から平成29年3月31日までに完了した都市整備部発注の業務において、管理技術者又は担当技術者として全期間従事した設計業務成績点を〔別表８〕により評価する。
	管理技術者
	１.25点

	
	
	
	担当技術者
	土木
	1.00点

	
	
	
	
	建築
	0.25点

	
	
	
	
	電気
	0.50点

	
	
	
	
	機械
	1.00点

	
	(8)ＣＰＤ（継続教育）の取組み状況

	各担当技術者のＣＰＤ取得単位数を〔別表９〕により評価する。
※平成28年4月1日から平成29年3月31日までの実績とする。
	担当技術者
	土木
	0.25点

	
	
	
	
	建築
	0.25点

	
	
	
	
	電気
	0.25点

	
	
	
	
	機械
	0.25点

	合　計
	30点


※　配置技術者の評価において、管理技術者及び各担当技術者の評価点数の合計が20点の配点中10点に満たない場合は「ヒアリング対象者」に選定しない。

※　配置技術者の評価において、管理技術者及び各担当技術者の評価点が、一人でも「0点」の場合は「ヒアリング対象者」に選定しない。
3． 企業の評価
（１）　企業設計業務実績
企業設計業務実績を〔別表１〕により評価する。
〔実績の条件〕
平成19年4月1日から参加表明書及び実施体制書提出期限までに、元請として完成・引渡が完了した「新規の水門(※)」に係る「基本設計又は詳細設計」業務
※水門：堤防を分断することにより河川又は水路を横断して設けられる制水施設であって、堤防の機能を有するもの。
　〔別表１〕
	評価基準
	配点

	上記業務の実績が２件以上ある。
	3.00点

	上記業務の実績が１件ある。
	1.00点


※　実績を記載する場合は、確認ができる書類を添付すること。なお、記載内容に虚偽内容が認められた場合又は、事実と異なることが判明した場合には、失格とし、申請をした者に対して入札参加停止措置等を行うことがある。
（２）　優良工事等表彰

　　　平成24年度から平成28年度までの間における大阪府都市整備部優良建設工事等表彰要綱に基づく表彰の受賞実績により評価する（建設コンサルタント業務に限る）。（平成26年度からは都市整備部長表彰のみ対象）〔別表２〕

　　　　〔別表２〕　　　　
	評価基準
	配点

	受賞あり
	2.00点


（３）　設計業務成績評定点
大阪府都市整備部発注の建設コンサルタント業務で、平成24年4月１日から平成29年3月31日までの間において完成検査を受けた業務成績点を〔別表３〕により評価する。
〔別表３〕
	評価基準
	配点

	80点以上が１０件以上
	3.00点

	80点以上が８件～９件
	2.25点

	80点以上が５件～７件
	1.50点

	80点以上が３件～４件
	0.75点

	80点以上が３件未満
	0点


注１　大阪府都市整備部発注の建設コンサルタント業務で、平成24年4月１日から平成29年3月31日までの間において完成検査を受けた設計業務成績点の内、69点以下の実績が１件ある場合は（－１点）、69点以下の実績が２件以上ある場合は（－２点）を〔別表３〕の取得点から減点する。なお、該当する実績があるにも関わらず申告しない場合でも、大阪府が当該実績を確認し減点する。
注２　ただし、本項目の評価点が減点により「マイナス」になる場合は、設計業務成績評定点は「0点」とする。

　　　（４）　常駐有資格者数
　　　　　　大阪府と契約する営業所に、技術士法（昭和58年法律第25号）による第二次試験のうち技術部門の建設部門又は総合技術監理部門（建設部門に対応する各選択科目に限る。）に合格し、同法による登録を受けている有資格者を常駐で配属（所属）している。〔別表４〕により評価点とする。
　　　
　　〔別表４〕

	評価基準
	配点

	有資格者数１０名以上
	2.00点

	有資格者数５～９名
	1.00点

	有資格者数４名以下
	0点


注１　なお、一人で資格を複数有している場合は、同一人の複数計上（延べ人数）でカウントする。
4． 配置技術者の評価
（５）　専門分野の技術者資格   
下表により各担当技術者を評価する。
〔技術者資格の評価点の計算方法〕
担当技術者毎に『配点×〔別表５〕の乗率』を算出し評価点とする。
〔別表５〕
	分担業務分野
	評価する技術者資格
	配点に対する乗率

	土木
	技術士　建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋）又は総合技術監理部門（建設－河川、砂防及び海岸・海洋）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。
	1.0

	
	技術士　建設部門又は総合技術監理部門（建設部門の選択科目に限る）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。
	0.6

	
	建設コンサルタント登録規定（昭和52年4月15日建設省告示第717号）により技術管理者として国土交通大臣に認定された者（登録部門が「河川、砂防及び海岸・海洋」に限る）。
	

	
	シビルコンサルティングマネージャー[RCCM]（登録部門が「河川、砂防及び海岸・海洋」に限る）の資格を有し、「登録証書」の交付を受けている者。
	0.4

	
	その他
	0

	建築
	一級建築士の資格を有している者。
	1.0

	
	その他
	0

	電気
	技術士　電気電子部門又は建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋）、もしくは総合技術監理部門（電気電子又は建設‐河川、砂防及び海岸・海洋の選択科目に限る）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。
	1.0

	
	建設コンサルタント登録規定（昭和52年４月15日建設省告示第717号）により技術管理者として国土交通大臣に認定された者（登録部門が「電気電子」又は「河川、砂防及び海岸・海洋」に限る）。
	0.6

	
	シビルコンサルティングマネージャー[RCCM]（登録部門が「電気電子」又は「河川、砂防及び海岸・海洋」に限る）の資格を有し、「登録証書」の交付を受けている者。
	0.4

	
	その他
	0

	機械
	技術士　機械部門又は建設部門（鋼構造及びコンクリート）、もしくは総合技術監理部門（機械又は建設‐鋼構造及びコンクリートの選択科目に限る）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。
	1.0

	
	建設コンサルタント登録規定（昭和52年４月15日建設省告示第717号）により技術管理者として国土交通大臣に認定された者（登録部門が「機械」又は「鋼構造及びコンクリート」に限る）。
	0.6

	
	シビルコンサルティングマネージャー[RCCM]（登録部門が「機械」又は「鋼構造及びコンクリート」に限る）の資格を有し、「登録証書」の交付を受けている者。
	0.4

	
	その他
	0


（６）　設計業務の実績と携わった立場
管理技術者及び各担当技術者の実績を下表により評価する。
〔各技術者の評価点の計算方法〕
各技術者の実績毎に『配点×〔別表６〕の乗率×〔別表７〕の乗率』を算出し、同種業務の実績の評価点とする。
· 実績がない場合は、配点に対する乗率は０（ゼロ）とする。
〔実績の条件〕
平成19年4月1日から参加表明書及び実施体制書の提出期限までに、元請として完成・引渡が完了した「新規の水門(※)」に係る「基本設計又は詳細設計」業務
※水門：堤防を分断することにより河川又は水路を横断して設けられる制水施設であって、堤防の機能を有するもの。

①設計種別実績
〔別表６〕
	評価基準
	配点に対する

乗率

	上記業務の実績が２件以上ある。
	1.0

	上記業務の実績が１件ある。
	0.4

	実績がない。
	0


· 実績を記載する場合は、確認ができる書類を添付すること。なお、記載内容に虚偽内容が認められた場合及び、事実と異なることが判明した場合には、失格とし、申請をしたものに対して入札参加停止措置等を行うことがある。
②　携わった立場
〔別表７〕
	本業務での立場
実績での立場
	管理技術者の
配点に対する乗率
	各担当技術者の
配点に対する乗率

	管理技術者（※１）
	1.0
	1.0

	各担当技術者
	0.8
	1.0（※２）


※１　管理技術者、設備設計管理技術者を含む
※２　実績の分担業務分野が、本業務での分担業務分野と同じ場合に限る
（７）設計業務成績評定点
平成24年4月1日から平成29年3月31日までに完了した都市整備部発注の業務において、管理技術者又は担当技術者として全期間従事した設計業務成績点を〔別表８〕により評価する。

〔技術者成績の評価点の計算方法〕

技術者毎に『配点×〔別表８〕の乗率』を算出し、評価点とする。
〔別表８〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	評価基準
	配点に対する乗率

	80点以上が１件以上
	1.0

	75点～79点が１件以上
	0.4

	74点未満が1件以上もしくは実績なし
	0


（８）　ＣＰＤ（継続教育）の取組み状況　　
各担当技術者のＣＰＤの取組み状況は、次により評価する。
〔ＣＰＤ取得単位の条件〕
1 建設系ＣＰＤ協議会の構成団体が発行する「ＣＰＤ登録証明書等」を評価の対象とする。
2 団体毎に推奨単位が異なることから各団体毎の推奨単位等を評価の対象とする。
ただし、推奨単位等が設定されていない団体については評価の対象としない。
3 平成28年4月１日から平成29年3月31日までの取得単位数とする。
〔ＣＰＤの取組み状況の評価点の計算方法〕
各担当技術者のＣＰＤ取得単位数毎に『配点×〔別表９〕の乗率』を算出し評価点とする。

〔別表９〕
	ＣＰＤ取得単位数
	配点に対する乗率

	各団体毎の推奨単位以上
	1.0

	各団体毎の推奨単位未満
	0


5． 提案書及びヒアリング評価（合計50点）【二次選定】　
提出された提案書に基づき管理技術者および各担当技術者に対して行うヒアリングによって、その的確性、実現性等を考慮して総合的に評価する。
〔別表10〕
	津波対策施設等基本検討について
船舶の航行が著しい一級河川安治川(旧淀川)・同尻無川・同木津川において、Ｌ１津波防御後も開閉機能を有し、かつ高潮への対応も兼ねた新たな水門施設等を設計する上で、以下の１）～５）の項目について提案してください。
○提案を求めるうえでの参考諸元
・河川計画　：　計画河床OP－4.5m,　HWL OP+2.2m,　HHWL OP+5.2m（水門内OP+3.5m）
・河川幅（現水門位置）　：　80m（安治川）,　80m（尻無川）,　80m（木津川）
・計画堤防高　：　OP+6.6m（水門外）,　OP+4.3m（水門内）
・現水門形式　：　円弧型ゲート（副水門：スゥイングゲート）
・現水門径間　：　57.0m（副水門：14.2m）
・現水門閉鎖時天端高　：　OP+7.4m
・現水門閉鎖時間　：　30分（副水門：10分）　　　　　
・現水門位置でのＬ１津波高　：　OP+4.46m（安治川）,　OP+4.93m（尻無川）,　OP+5.64m（木津川）

	１．建設位置及び構造形式の検討について 
	1） 新たな水門施設等の建設位置を決定する上で、留意すべき点を挙げ、それぞれの検討にあたっての課題及びその検討方法を記載すること。　

2） 新たな水門施設等の構造形式を決定する上で、留意すべき点を挙げ、それぞれの検討にあたっての課題及びその検討方法を記載すること。　

	２．施工方法の検討について
	3） 新たな水門施設等を施工する上で、留意すべき点を挙げ、それぞれの検討にあたっての課題及びその検討方法を記載すること。　

	３．ライフサイクルコストの検討について
	4） 新たな水門施設等の建設及びその後の維持管理において、土木構造物及び設備の両面からライフサイクルコストの最適化を図る上で、留意すべき点を挙げ、それぞれの検討にあたっての課題及びその検討方法を記載すること。

	４．安全で確実な水門操作の検討について
	5） 地震後の水門操作にあたり想定される危機事象を全て挙げ、それぞれの事象に対しその対策を検討する上での課題及びその検討方法を記載すること。　


· 上記の５項目のうち、１項目でも提案書を提出しない者は、「最優秀提案者」に特定しない。
（評価方法について）
提案を求める内容に対する技術提案について、ヒアリングを踏まえ、〔別表11〕により評価を行い、選定委員の平均値とする。（小数点第３位を四捨五入）

〔別表11〕技術提案に対する評価基準　

	評価の着目点
	ﾋｱﾘﾝｸﾞ＋書面

	
	評価項目
	評価基準
	評価点
	配点

	的確性
	地形・環境・現場特性等の理解度が高く、提案内容が適切かつ論理的に整理されており、本業務を遂行するにあたって有効性が高い場合に優位に評価する。
	①有効性が十分ある
	15
	15

	
	
	②有効性がある
	10
	

	
	
	③有効性が不十分
	0
	

	
	業務の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。
	①重要度が十分に考慮
	10
	10

	
	
	②重要度を考慮
	5
	

	
	
	③重要度の考慮が不足
	0
	

	
	各提案内容間で整合性が高い場合に優位に評価する。
	①整合性が十分にある
	10
	10

	
	
	②整合性がある
	5
	

	
	
	③整合性が不十分
	0
	

	実現性
	提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。
	①説得力が十分にある
	5
	5

	
	
	②説得力がある
	3
	

	
	
	③説得力が不十分
	0
	

	
	提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評価する。
	①複数の類似実績がある
	5
	5

	
	
	②類似実績がある
	3
	

	
	
	③類似実績がない
	0
	

	独創性
	工学的知見に基づく新しい提案内容や、複数の既存技術を統合化した提案内容など、新たな視点の提案がある場合に優位に評価する。
	①独創性が十分にある
	5
	5

	
	
	②独創性がある
	3
	

	
	
	③独創性が不十分
	0
	

	合計
	50


　　　
　※上記の評価50点の配点中、25点未満の者は、「最優秀提案者」に特定しない。

6． 価格評価（合計20点）
提案された価格を下式により評価する。
[評価点の計算方法]
価格評価点　＝　20点　×　（最低価格※　/　提案された価格）
算出した値（小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで）を評価点とする。
なお、提案された価格が本府の委託上限額を上回る場合は、「０点」とする。
※　一次選定され、技術提案書を提出した者のうち、もっとも低く提案された価格をいう。
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